
大阪市地域密着型サービス等運営委員会開催要綱 

（開催） 

第１条 大阪市において、介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく地域密着型サ

ービス等の適正な運営を確保するため､大阪市地域密着型サービス等運営委員会（以下

「委員会」という。）を開催する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

（１）次に掲げる場合に、市長に対して意見を述べる。 

ア．市長が、地域密着型サービス及び介護予防支援の指定を行い､又は行わないことと

しようとするとき 

  イ．市長が、地域密着型サービスの指定基準及び介護報酬を設定しようとするとき 

（２）地域密着型サービスの質の確保、運営評価その他、市長が地域密着型サービスの適

正な運営を確保する観点から必要であると判断する事項について、協議する。 

（組織） 

第３条 委員会は､委員１０名以内で組織する。 

２ 委員は、関係者の意見反映、公正性の確保等の観点を踏まえ、学識経験者その他の関

係者の中から、市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（委員長）  

第５条 委員会に委員長を置き､委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は委員会を代表し､議事その他の会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは､あらかじめ委員長の指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員会の会議は、「審議会等の設置及び運営に関する指針」（平成１３年３月１４日市

長決裁）に基づき､適正に運営する。 

（意見の聴取） 

第７条 委員会は、必要があるときは、委員以外の者から意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の事務局は、福祉局高齢者施策部高齢施設課に置く。 

（施行の細目） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 
 

附則 

  この要綱は､平成 １８年１月２５日から施行する。 

 

  この要綱は､平成 １９年４月１日から施行する。 

 

  この要綱は、平成２４年５月１８日から施行する。 

 

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



 

  この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 


